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１．レベニューキャップ制度の概要
２．審査の進捗
（１）概要
（２）検証の一例
①事業計画（第14・15回料金制度専門会合）
②前提計画（第17回料金制度専門会合）
③次世代投資計画（第19回料金制度専門会合）
④制御不能費用（第18・21回料金制度専門会合）
⑤事後検証費用（第18・21回料金制度専門会合）
⑥事業報酬率（第18回料金制度専門会合）
⑦CAPEX費用（第19回料金制度専門会合）
⑧OPEX費用（第20回料金制度専門会合）

3 ．その他
今後のスケジュール及び検証を通じた効果
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 レベニューキャップ制度を導入した新たな託送料金の運用にあたっては、2023年4月1
日から開始することを目指しており、電力・ガス取引監視等委員会では、以下のスケ
ジュールで、引き続き、必要な検証・審議を進めることとしている。

新たな託送料金制度導入に向けた今後のスケジュール

資源
エネルギー庁

電力・ガス取引
監視等委員会

一般送配電
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新料金予定

収入の
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2022年度

料金約款
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修正
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書類
提出

送付

収入上限
（収入の見通し）の検証

承認
申請

意見
聴取

収入の
見通し
審査

回答

承認

申請

意見
聴取

料金
約款
審査

回答

認可

約款公表



「国民の声」の募集について
 一般送配電事業者10社から提出された収入の見通しに関する書類について、現在、資源エネルギー庁では、

下記のとおり、国民の皆様からのご意見を募集中。
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 引き続き、レベニューキャップ制度の導入による、収入の見通しの検証を適切に実施していくことを
通じ、送配電事業の運用に係る必要コストを可能な限り抑制しつつ、将来の持続可能なエネル
ギーシステムの実現に向けた、必要な投資を確実に確保していく状況を醸成していく。

収入の見通しの適切な検証を通じて実現すべき効果

＜目指すべき将来＞＜当面の方向性（中期的な取組）＞

可能な限りコスト抑制しつつ
必要な投資を確実に確保

再エネ大量導入を
支える次世代NWの形成

一般送配電事業
の運用に係る
必要コスト

カーボンニュートラルの実現
再エネ主力電源化・脱炭素電源

次世代NWの形成
実現遅れのおそれ

カーボンニュートラル
実現遅れのおそれ

レベニューキャップの検証ポイント

10社比較による
費用の徹底的な効率化

＋

インセンティブの確保

次世代ネットワークの
形成に向けた投資

再エネ拡充・レジリエンス
に対する投資量確保
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一般送配電事業
の運用に係る
必要コスト

中長期的な観点からの
送配電網コストの抑制

一般送配電事業
の運用に係る
必要コスト

一般送配電事業
の運用に係る
必要コスト

レベニューキャップを
導入しない場合

必要投資の未達や、
将来的な託送料金の急増

・費用効率化の不徹底
・投資インセンティブ欠如 など

＜現状＞

送配電網の
更新コスト等の上昇

レベニューキャップ
の導入高経年化対応

需要減少 など


